大阪府自然環境保全条例施行規則の改正の概要
■建築物の敷地等における緑化を促進する制度の概要

都市部における緑化の推進は、ヒートアイランド対策や都市魅力の向上などに資する有力な方策の一つと考えられています。

しかし、都市部では、地表面の多くは舗装道路や建築物などに覆われており、新たな緑化スペースの確保が非常に困難な状況となっています。

このような現状を勘案し、府域の緑化を一層推進するため、一定の規模（原則として1,000㎡）以上の敷地において建築物を新築、改築又は増築する機会を捉え、当該建築物及びその敷地について緑化を義務付ける「建築物の敷地等における緑化を促進する制度」を創設するため、平成18年4月に大阪府自然環境保全条例（以下「条例」といいます。）及び同条例施行規則（以下「施行規則」といいます。）を改正し、これまで運用してきたところです。
■改正の趣旨
ヒートアイランド対策に資するものとして、緑化面積に算入可能としている建築物上に設置する太陽光発電装置について、敷地等の緑化という本制度の趣旨を踏まえつつ、壁面設置型太陽光パネルの普及など近年の新たな技術開発等にも対応するため、施行規則の一部を改正するものです。
■主な改正の内容
○建築物上に設置する太陽光発電装置に係る緑化面積算入方法の見直し
（施行規則別表第一備考14関係）
現行制度では、建築物上に設置する太陽光発電装置について、その水平投影面積を緑化面積に算入できることとなっていますが、建築物の壁面等に垂直に設置した場合パネル面が緑化面積に算入できません。
このような設置方法による緑化面積算入の取扱いに差異がないよう、算入方法を見直します。また、地上部及び建築物上で必要な緑化面積が確保できない場合に限り、緑化面積に算入できる旨を明確に規定します。
	改正後の算入方法
	現行の算入方法

	地上部及び建築物上において、必要とされる緑化面積の確保が困難な特段の理由がある場合は、建築物上に設置する太陽光発電装置のパネル等に係る水平投影面積を緑化面積に算入することができる。ただし、当該装置のパネルの勾配が60度を超えるものについては、勾配60度の場合の水平投影面積（当該パネルの実面積の二分の一）とする。
	太陽光発電装置を建築物上に設置する場合にあっては、当該装置のパネル等に係る水平投影面積を緑化面積に算入することができる。


■改正施行規則の施行日

　平成26年4月1日









